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} 提出場所
電子入札システムによる場合 上記４\に
同じ
紙入札による場合 〒536`8550 大阪府大
阪市城東区森之宮１`６`85 独立行政
法人都市再生機構西日本支社 ５階
502会議室（予定）

~ ヒアリング 「施工計画」に関する提案
についてのヒアリングは必要に応じて行
う。日時については、工務・検査チームよ
り指定するので、指定された日時に内容を
説明できる者が出席すること。

_ 入札書の提出方法、並びに入札・開札の日
時及び場所
{ 提出方法 電子入札システムにより提出
すること。
ただし、やむを得ない事由により、発注
者の承諾を得た場合は、入札書は以下}へ
郵送（一般書留郵便に限る。）により提出す
るものとし、持参又は電送によるものは受
け付けません。

| 提出期限 平成27年３月18日（水）正午
まで（必着）

} 提出先 〒536`8550 大阪府大阪市城東
区森之宮１`６`85 独立行政法人都市再
生機構西日本支社 総務部 契約チーム
なお、提出期限までに当機構に到着した
ものを有効とします。

~ 開札日時 平成27年３月19日（木）
� 開札場所 独立行政法人都市再生機構西
日本支社 総務部 契約チーム
※開札時間は、競争参加資格確認結果通知に
併せて通知します。

５ その他
\ 手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金
{ 入札保証金 免除
| 契約保証金 請負代金額の10分の３以上
を納付。ただし、金融機関又は保証事業会
社の保証をもって契約保証金の納付に代え
ることができる。また、公共工事履行保証
証券による保証を付し、又は履行保証保険
契約の締結を行った場合は、契約保証金を
免除する。

^ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者のした入札、申請書又は資料に虚偽
の記載をした者のした入札、上記４_の提出
方法・期限等に従わない者のした入札、及び
入札に関する条件に違反した入札は無効とす
る。

_ 落札者の決定方法 上記３_による。
` 手続における交渉の有無 無
a 契約書作成の要否 要
b 当該工事に直接関連する他の工事の請負契
約を本工事の請負契約の相手方との随意契約
により締結する予定の有無 無

c 関連情報を入手するための照会窓口 上記
４\に同じ。

d 一般競争参加資格の認定を受けていない者
の参加 上記２^に掲げる一般競争参加資格
の認定を受けていない者も上記４^により申
請書及び資料を提出することができるが、競
争に参加するためには、下記のとおり事前に
一般競争参加資格の申請を行った上、当該資
格の認定を受け、かつ、競争参加資格の確認
を受けなければならない。
提出期間 平成26年12月８日（月）から平成
27年１月７日（水）までの土曜日、日曜日
及び祝日を除く毎日午前10時から午後５時
（ただし、正午から午後１時の間は除く。）
まで
提出場所 上記４\に同じ。
提出方法 一般競争参加資格の申請書の提出
は、提出場所ヘ持参することにより行うも
のとし、郵送又は電送によるものは受け付
けない。

e 詳細は入札説明書による。
Ĉ 申請書及び資料に関する問い合わせ先 独
立行政法人都市再生機構西日本支社 技術監
理部 工務・検査チーム 電話06`6969`

9169（当該入札説明書及び設計条件書の交付
期間の土曜日、日曜日及び祝日を除く毎日午
前９時30分から午後５時（ただし、正午から
午後１時の間は除く。）まで）

D̂ 独立行政法人が行う契約については、「独立
行政法人の事務・事業の見直しの基本方針」
（平成22年12月７日閣議決定）において、独
立行政法人と一定の関係を有する法人と契約
をする場合には、当該法人への再就職の状況、

当該法人との間の取引等の状況について情報
を公開するなどの取組を進めるとされている
ところです。
これに基づき、以下のとおり、当機構との
関係に係る情報を当機構のホームページで公
表することとしますので、所要の情報の当方
への提供及び情報の公表に同意の上で、応札
若しくは応募又は契約の締結を行っていただ
くよう御理解と御協力をお願いいたします。
なお、案件への応札若しくは応募又は契約
の締結をもって同意されたものとみなさせて
いただきますので、ご了知願います。
また、応札若しくは応募又は契約の締結を
行ったにもかかわらず情報提供等の協力をし
ていただけない相手方については、その名称
等を公表させていただくことがあり得ますの
で、ご了知願います。
１）公表の対象となる契約先 次のいずれに
も該当する契約先
{ 当機構との間の取引高が、総売上高又
は事業収入の３分の１以上を占めている
こと。

| 当機構において役員を経験した者（役
員経験者）が再就職していること又は課
長担当職以上の職を経験した者（課長担
当職以上経験者）が役員、顧問等として
再就職していること。

６ Summary

\ Official in charge of disbursement of the

procuring entity : Osamu Ito Director Gen-

eral of Nishinihon Branch Office, Urban

Renaissance Agency.

] Classification of the services to be pro-

cured : 41

^ Subject matter of the contract : Construc-

tion work for the consistency school of the

elementary and junior high school at Izumi

City.

_ Time-limit for the submission of applica-

tion forms and relevant documents for the

qualification : 5 : 00 P.M. 13 January 2015

` Time-limit for the submission of tenders :

12 : 00 A.M. 18 March 2015 (submission of

the tender documents by mail must be re-

ached by 12 : 00 A.M. 18 March 2015)

a Contact point for tender documents : Con-

tract Division, General Affairs Department,

Nishinihon Branch Office, Urban Renais-

sance Agency, 1`6`85, Morinomiya, Joto-

ku, Osaka City, Osaka 536`8550 TEL 06`

6969`9970

資料提供招請に関する公表

次のとおり物品の導入を予定していますので、
当該導入に関して資料等の提供を招請します。
平成 26年 12月８日
国立大学法人九州大学総長 久保 千春

◎調達機関番号 415 ◎所在地番号 40

〇第６号
１ 調達内容
\ 品目分類番号 14

] 導入計画物品及び数量 大学評価情報シス
テムおよび教員業績評価支援システム 一式

２）公表する情報 上記に該当する契約先に
ついて、契約ごとに、工事、業務又は物品
購入等契約の名称及び数量、契約締結日、
契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲
げる情報を公表します。
{ 当機構の役員経験者及び課長担当職以
上経験者（当機構ＯＢ）の人数、職名及
び当機構における最終職名

| 当機構との間の取引高
} 総売上高又は事業収入に占める当機構
との間の取引高の割合が、次の区分のい
ずれかに該当する旨 ３分の１以上２分
の１未満、２分の１以上３分の２未満又
は３分の２以上

~ １者応札又は１者応募である場合はそ
の旨

３）当方に提供していただく情報
{ 契約締結日時点で在職している当機構
ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及び
当機構における最終職名等）

| 直近の事業年度における総売上高又は
事業収入及び当機構との間の取引高

４）公表日 契約締結日の翌日から起算して
72日以内
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